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国民健康保険事業の運営につきましては、日頃からご理解とご協力をいただき、誠にありがとうございます。国民健康保険税は、 

加入するみなさんが病気やけがをしたときの医療費に充てられる貴重な財源です。自分のため、みんなのために必ず納めましょう。 

 

１． 国民健康保険税の税率及び年間税額の算出方法 
国保税は、次の計算に基づき、医療保険分、後期高齢者支援金分、介護保険分をそれぞれ算出した合計金額によって決

まります。なお、年度途中で加入／離脱された場合には、月割り計算となります。 

※医療保険分とは国保加入者の医療費に関する部分で国保加入者全員に課税されます。 

※後期高齢者支援金分とは後期高齢者医療に関する支援分で国保加入者全員に課税されます。 

※介護保険分とは介護保険料に関する部分で４０歳から６４歳までの国保加入者に課税されます。 

※課税限度額とは世帯において課税される国保税の限度額のことです。医療保険分、後期高齢者支援金分、介護保険分の

それぞれに金額が設けられており、令和６年度の国保税の課税限度額は、合計で１０６万円となっています。 

 

２．前年度と本年度の税率の比較 
前年度（令和５年度）から、税率の変更はありません。 

（課税限度額と軽減基準額については改正されました。） 
 

３．国保税の課税について 

（３-１）納税義務者は世帯主 

国保税は、世帯主が納税義務者です。世帯主が国民健康保険に加入していない場合（社会保険または後期高齢者医療

制度の保険加入者の場合）でもその世帯主が納税義務者になります。 

※この場合は、世帯主の所得は国保税の計算には含まれません。 

※国保税は、世帯分として課税されます。世帯員一人一人に対しての課税ではありません。 
 

（３-２）年度の途中で40歳、65歳、75歳に達する方 
①４０歳に達する方（介護保険分が追加される方） 

年度の途中で４０歳に達する方は、４０歳に達した月からの介護保険分が追加となりますので、４０歳に達した時点で税額

の変更をします。変更した通知等については、年齢到達した後に送付となります。 

②６５歳に達する方（介護保険分が減額される方） 

６５歳に達する方は、６５歳に達した月の前月までの介護保険分はあらかじめ計算された税額となっていますので、納税

通知書に基づき納付をお願いします。 

③７５歳に達する方（後期高齢者医療制度に移行する方） 

７５歳に達した月の前月までの税額はあらかじめ計算されていますので、納税通知書に基づき納付をお願いします。 
 

（３-３）世帯主変更について 
年度の途中で世帯主が変わった場合には、変更の手続きをした月から納税義務者が旧世帯主から新世帯主に変更とな

り、税額が月割りで再計算されます。 

 
※新世帯主にかかる国保税については、軽減判定が再判定されます。 

※旧世帯主の方が口座振替を利用していた場合で、引き続き口座振替をご希望の場合は、「口座振替依頼書」に新世帯

主の方を納税義務者として金融機関へ申請してください。新世帯主の方の口座申し込みがないと口座振替を継続するこ

とができません。 

（３-４）国保税の軽減等 
① 世帯の合計所得による軽減 

世帯の合計所得が、判定基準額以下の場合は、国保税のうち「均等割」と「平等割」が軽減されます。

 

※下線部の式は給与所得者等の数が２人以上の場合に適用されます。 

注１．６５歳以上の方の公的年金所得は、１５万円を差し引いた額で判定します。 

注２．国民健康保険に加入していない世帯主の所得も含めて判定します。 

注３．青色事業専従者給与及び事業専従者控除は、所得割額算出に適用されますが、軽減判定には適用されませんので、控除額を

合算して判定します。また、長期・短期譲渡所得の特別控除は、所得割額算出に適用されますが、軽減判定には適用されません

ので、土地や家屋の売却等による譲渡所得はすべて所得として判定します。 

注４．一定の給与所得者（収入５５万円超）と公的年金等の支給（６０万円超（６５歳未満）又は１１０万円超（６５歳以上））を受ける者。

※当面の間１１０万円とあるのは１２５万円。 

「特定同一世帯所属者」とは、 

後期高齢者医療制度の適用により国保の資格を喪失した方で、国保喪失日以降も継続して同一の世帯に属する方のことです。国保喪失

日に国保の世帯主であった方の異動があった場合は、特定同一世帯所属者ではなくなります。 
 

② 特定世帯および特定継続世帯に係る平等割軽減  

特定世帯とは、世帯の加入状況が国民健康保険加入者一人と、「特定同一世帯所属者」のみで形成される世帯のこ

とです。また、特定継続世帯とは、特定世帯として判定され５年を経過した世帯をいいます。特定世帯および特定継続

世帯については、以下のとおり平等割軽減が受けられます。 

（なお、世帯の合計所得金額によっては、①の均等割、平等割軽減と軽減措置が併用されます。） 

      

③ 非自発的失業者に係る軽減措置 ※軽減を受けるためには届出が必要です。 

倒産などで職を失った失業者の方で雇用保険受給資格者証等をお持ちの方は、離職日の翌日から翌年度末まで、

前年の給与所得を３０％とみなして国保税を軽減します。 

対象者は、雇用保険の特定受給資格者や特定理由離職者（離職理由コード：11、12、21、22、23、31、32、33、

34）で、離職時点で６５歳未満の方です。 

 

④ 未就学児に係る均等割軽減 

未就学児の被保険者は均等割が５割軽減されます。世帯の合計所得による軽減がある場合は、軽減後に未就学児

の均等割が５割軽減されます。 

・旧世帯主にかかる税額

４月（または資格取得月）から世帯主が変わった月の前月までの月数
１２か月

・新世帯主にかかる税額

世帯主が変わった月から年度の末月（３月）までの月数
１２か月

×年間保険税額

年間保険税額 ×

軽減の種類 判定基準額（世帯の合計所得金額）

７割軽減 ４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数（注４）－１）以下

５割軽減

２割軽減

４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数（注４）－１）
＋{（被保加入者数＋特定同一世帯所属者数）×２９万５千円}以下

４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数（注４）－１）
＋{（被保加入者数＋特定同一世帯所属者数）×５４万５千円}以下

特定世帯 １/２軽減 ５年間

特定継続世帯 １/４軽減 ３年間

軽減率 期間

医療保険分 後期高齢者
支援金分

介護保険分

所得割： 前年中の所得金額－基礎控除額（０～４３万円） × 6.50% 2.50% 1.30%

均等割： 加入者（被保険者）の人数 × 20,000円 12,500円 12,500円

平等割： 一世帯につき × 25,000円

＋ ＋

＋ ＋

＋

＋

＝
あなたの世帯の
国民健康保険税額
※課税限度額106万円

医療保険分
※課税限度額65万円

後期高齢者支援金分
※課税限度額24万円

介護保険分
※課税限度額17万円

＋ ＋
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⑤ 産前産後期間の被保険者に係る所得割及び均等割減額 ※減額を受けるためには届出が必要です。 

出産又は出産予定の被保険者は、所得割及び均等割が産前産後の一定期間減額されます。 

  ※単胎妊娠の場合：出産予定日又は出産日が属する月の前月から４か月間の保険税を減額。 

  ※多胎妊娠の場合：出産予定日又は出産日が属する月の３か月前から６か月間の保険税を減額。 
 

（３-５）国保税の減免について 

災害や生活困窮等の理由で一定の基準に該当する場合には減免できる制度がありますので、納期限までに直接税務課

へご相談ください。（※国民年金保険料の免除等、他の制度の免除や減免を受けていても、国保税の減免対象とはなりませ

ん。国保税の減免申請をいただいた上で、該当・非該当の判断をさせていただきます。） 
 

（３-６）所得の申告について 

国保税の軽減・減免を受けるためには、世帯全員の所得が判明していることが必要です。まだ所得の申告をされていない

方は、必ず税務課へ申告してください。 
 

４．国保税の納付方法について 
国保税は、普通徴収または特別徴収（年金天引き）で納付していただくことになります。令和６年度の普通徴収の納期および特

別徴収の徴収月については以下のとおりです。

 

（４-１）普通徴収 

口座振替または納付書により納付していただきます。納付書は、金融機関（農協・ゆうちょ銀行（郵便局）含む）、市役所及

び野栄総合支所窓口、コンビニエンスストアまたはスマートフォンアプリ及びQRコードで納付できます（コンビニ等での納付に

ついては下記をご覧ください）。また、全額を一括納付する場合には全ての納付書をご使用ください。 

 

＊以下の場合はコンビニ等での納付ができませんのでご注意ください。 

・納付書1件あたりの納付金額が３０万円を超える場合（コンビニ等収納用のバーコードの印刷がありません） 

・コンビニ等収納用のバーコードが読み取れない場合     ・コンビニ等での納付可能期限を過ぎた場合 

・納付金額を訂正した場合   

＊使用できるコンビニエンスストア、スマートフォンアプリについては、納付書裏面・窓口のパンフレットをご覧ください。 

＊コンビニエンスストア等収納代行業者は、地銀ネットワークサービス㈱です。 
 

（４-２）特別徴収（年金からの天引き） 

①特別徴収対象世帯の条件 
次の６つのすべての条件に当てはまる場合には、原則として世帯主の年金からの特別徴収（年金天引き）となります。 

《特別徴収の対象となるケース》 

１）世帯主が国民健康保険に加入している 

２）世帯における国保加入者全員（世帯主を含む）の年齢が６５歳以上７５歳未満 

３）世帯主が受給している年金額が年額１８万円以上 

４）介護保険料が年金から天引きされている 

５）世帯主にかかる国保税と介護保険料の合計が年間年金支給額の２分の１を超えない 

６）現在、国民健康保険税を口座振替以外で納付している 

 

例外として、６つの条件に当てはまる場合でも次の条件があてはまる場合は特別徴収となりません。 

・年度の途中で世帯主が７５歳になられる場合 ・年金担保貸付事業を利用している場合 

 

②特別徴収の開始時期について 

１）前年度において特別徴収であった方 

令和５年度にすでに特別徴収を行っている世帯については、２月に徴収した税額を基準として、４月、６月、８月に仮

徴収を行い、令和６年度の国保税額は６月に確定となりますので、確定した国保税額から仮徴収分の国保税額を差し

引いた残りを１０月、１２月、翌年２月に分けて、年金から天引きします。 

※各月の納付額ができるだけ一定となるように、８月の仮徴収税額は調整される場合があります。 

２）令和６年１０月から特別徴収となる方 

令和５年度は普通徴収であった世帯において、令和６年度の特別徴収開始の判定時に、特別徴収対象世帯の条件

を満たしている場合、１０月から特別徴収が開始されます。上半期は６月から９月までの４期が普通徴収での納付とな

り、下半期は１０月、１２月、翌年２月の年金から天引きします。 

３）令和６年４月以降で特別徴収から普通徴収へと切り替わる方 

特別徴収の対象であった世帯が、年度途中において特別徴収対象世帯の条件を満たさなくなった場合、特別徴収は

中止され、納付方法が普通徴収へと切り替わります。 

（４-３）口座振替制度について  ～ 金融機関等へ納めに行く手間が省け、納め忘れがなく便利です ～ 

①口座振替の申し込み方法 

預金口座のある金融機関へ口座振替依頼書を提出してください。「口座振替依頼書」は、市内の取扱金融機関、市役所

本庁税務課及び野栄総合支所にあります。 

《取扱金融機関》 

○千葉銀行  ○千葉興業銀行  ○銚子商工信用組合  ○京葉銀行  ○銚子信用金庫 

○ちばみどり農業協同組合（いずれかの本店又は支店）  ○ゆうちょ銀行・郵便局 

《手続に必要なもの》 通帳、通帳届出印、同封の納税通知書 

 

②引き落とし（振替）方法 

引落日（振替日）は各「納期限」（全期前納の場合は第１期の納期限）になります。ご利用口座の停止・残高不足の場合は

引き落としができませんので、納期限の前営業日までに残高確認をお願いします。また、口座の変更がありましたらお早め

に手続きをお願いします。引き落としができなかった場合、再振替は行いませんので、ご注意下さい。 

なお、過年度分の国保税が新たに課税された場合、過年度分については口座振替を行いませんので、納税通知

書に同封します納付書での納付をお願いします。 

※口座振替の開始時期は、基本的には届出書が金融機関を経由して市役所に届いた翌月からとなります。 

（４-４）特別徴収（年金天引き）から口座振替への変更について 

特別徴収（年金天引き）の該当になっている方のうち、口座振替の申し込みをした方については、特別徴収を中止し、口座

振替による支払いに変更となります。変更を希望される場合は、あらかじめ金融機関にて口座振替依頼をしていただき、税務

課市民税班の窓口に「国保税納付方法変更申出書」の提出が必要となります。 

《市役所窓口へ持参するもの》 

・国民健康保険の保険証  ・口座振替依頼書の本人控え（事前に金融機関への手続きが必要となります。） 

※なお、手続き完了日から特別徴収中止日までは以下のとおり期間を要しますのでご了承ください。 

 

手続き完了日 7月末日 9月末日 11月末日 1月末日 3月末日 5月末日 

特別徴収中止月 10月分から 12月分から 2月分から 4月分から 6月分から 8月分から 

 

 

 

 

 

 

 

お問合わせ先

保険税の課税に関すること 税務課 市 民 税 班 ０４７９（７３）００８７
保険税の納付に関すること 税務課 納税推進室 ０４７９（７３）００８７
国保資格、給付に関すること 市民課 国保年金班 ０４７９（７３）００８６

お問合わせ先

保険税の課税に関すること 税務課 市 民 税 班 ０４７９（７３）００８７

保険税の納税に関すること 税務課 納税推進室 ０４７９（７３）００８７

国保資格、給付に関すること 市民課 国保年金班 ０４７９（７３）００８６


